<研究ノート>中小企業の経営計画立案に関する一考察(3) : ディズニー戦略のリアリストの視点と３つの戦略の統合を中心に by 加藤 雄士 & Yuji Kato
 は じ め に
本稿では前稿, 前々稿1) に続いて, 中小企業の経営者を対象とした経営計画の立案法に
ついて考察する。その特徴の 1つは, ロバート・ディルツ博士が考案したディズニー戦略
を活用することである。前々稿では, 全体像を紹介したうえで, ドリーマーの視点を中心






























に至るまでの過程と 1 年後のあるべき姿をイメージする｡〔 2 〕については前稿で紹介し






























































































受取配当金 60 140 180 250
営業外費用



































効であり, 1 ．変動費率を下げるか, 2 ．固定費を圧縮するか, 3 ．販売価格を上げるか,
いずれかの方法を検討する必要がある。
具体的に, 変動費率を下げるには, 仕入原価の低減, 材料費の低減などが考えられる。
固定費を下げるには, ①人件費, ②減価償却費, ③支払利息といった三大固定費の削減が
考えられる。これら 3つの固定費とも, いったん採用, 投資, 融資契約をしてしまうと減
らすことは難しいのでそれぞれの意思決定自体が重要となる。また, 販売価格を上げるに
は, 戦略的な意思決定を最も必要とし, 付加価値をつけて価格を上げる, プロダクト・ミッ
クス（製品の組み合わせ, あるいは品揃え）を変更する（後述する）など, 経営戦略の検
討が必要となる。自社でどのような手段がとれるかを検討する。
 次期の目標利益の決定（図表 1のプロセス〔 3 ])と利益計画公式
利益計画を立案するには, まず, 目標利益を, ( 1 ）利益額, ( 2 ）売上高利益率, ( 3 ）
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資本利益率の 3つのいずれかで設定する。一般的に, 計画期間が比較的短期（ 1年, 半年,
1 か月）の場合は, 利益額を目標利益とし, 長期の場合は, 売上高利益率や資本利益率を
目標利益として使う。長期になると, 状況の変化によって, 計画が大きく狂う危険性があ
るためである。目標利益が決まったら, 続いて目標利益達成のための手段の決定を行う。
具体的には, ( 1 ）売上高の予測, ( 2 ）費用の決定, ( 3 ）資本の決定の 3つを行う。





 目標利益達成に必要な売上高, 費用の算出（図表 1のプロセス〔 4〕[ 5 〕[ 6 ])
目標利益の金額を設定したら, その目標利益額を達成するために必要な売上高や費用
(変動費率, 固定費額) を計算する必要があるが, これを簡単な計算演習で習得する。下






































































 目標利益, 必要売上高を記入（図表 1のプロセス〔 3〕[ 4 〕[ 5 〕[ 6 ])
目標利益を立て, 変動費率（＝１―限界利益率), 限界利益率, 固定費を想定し, 各欄
に記入する。それらの数字をもとに, 必要となる売上高を計算し記入する。具体的には,
目標利益を達成するための式（{固定費＋目標利益}÷{１－変動費率}）を使い, 目標利益
を達成するために必要な売上高を計算する。仮に, 目標利益18,000, 変動費率70％, 固定























１ (４月) ２ (５月) ３ (６月)












予算 実績 予算 実績
10,000 120,000
8.30％ 100％
期別 第１四半期 第２四半期 通期
月別 １ (４月) ２ (５月) ３ (６月) ４ (７月) ５ (８月) 12 (３月) 通期
予実対比 予算 実績 予算 実績 予算 実績 予算 実績 予算 実績 予算 実績 予算 実績
売上
商材別
製品Ａ 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 36,000
製品Ｂ 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 36,000
製品Ｃ 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 24,000
製品Ｄ 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 24,000
予実差異
予算達成率
 限界利益, 固定費, 経常利益を記入





記入後の表は図表 7 7) に掲載した。この表の一番下の 2 つの欄 (｢差異分析」と「対応
策」の欄) を使うと毎月の予算と実績の対比が可能になり, 対応策も考えられる。
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期別 第１四半期 第２四半期 通期
月別 １ (４月) ２ (５月) ３ (６月) ４ (７月) ５ (８月) 12 (３月) 12か月合計
予実対比 予算 実績 予算 実績 予算 実績 予算 実績 予算 実績 予算 実績 予算 実績
利益
限界利益額 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 36,000
限界利益率 30％ 30％ 30％ 30％ 30％ 30％ 30％
固定費
販管費 △1,500 △1,500 △1,500 △1,500 △1,500 △1,500 △18,000
営業外損益 0 0 0 0 0 0 0
利益 経常利益 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 18,000
図表７ 利益計画表














期別 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 通期
月別 １ (４月) ２ (５月) ３ (５月) ４ (７月) ５ (８月) ６ (９月) ７ (10月) ８ (11月) ９ (12月) 10 (１月) 11 (２月) 12 (３月) 12か月合計
予実対比 予算 実績 予算 実績 予算 実績 予算 実績 予算 実績 予算 実績 予算 実績 予算 実績 予算 実績 予算 実績 予算 実績 予算 実績 予算 実績
売上
売上 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 120,000
月別構成比 8.30％ 8.30％ 8.30％ 8.30％ 8.30％ 8.30％ 8.30％ 8.30％ 8.30％ 8.30％ 8.30％ 8.30％ 100％
商材別
製品Ａ 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 36,000
製品Ｂ 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 36,000
製品Ｃ 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 24,000




限界利益額 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 36,000
限界利益率 30％ 30％ 30％ 30％ 30％ 30％ 30％ 30％ 30％ 30％ 30％ 30％ 30％
固定費
販管費 △1,500 △1,500 △1,500 △1,500 △1,500 △1,500 △1,500 △1,500 △1,500 △1,500 △1,500 △1,500 △18,000
営業外損益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
利益 経常利益 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 18,000
対応
方針
稼働日数 20日 19日 22日 21日 18日 22日 22日 21日 19日 21日 19日 22日 246日
予算立案根拠
1 4 7 10
2 5 8 11
3 6 9 12
差異分析
1 4 7 10
2 5 8 11
3 6 9 12
対応策
1 4 7 10
2 5 8 11







例えば, 5 月の利益は300万円となるが, 現金の増加は100万円でしかない。この利益と
現金の差200万円は, 売掛金, 買掛金, 借入によるものである。仮に 5月30日の借入600万
円がなければ, 5 月末の現金残高は△500万円となってしまう。このように資金計画を立
てることにより, あらかじめ資金調達（融資）の計画が立てられるようになる。










日付 取引 金額 取引条件
４月１日 仕入（売上原価） 500万円 買掛金として，５月末に支払
４月30日 売上 1,000万円 売掛金として，６月末に入金
５月１日 仕入（売上原価） 300万円 買掛金として，６月末に支払
５月30日 売上 600万円 売掛金として，７月末に入金
５月30日 買掛金の支払い 500万円
５月30日 借入 600万円




４月 ５月 ６月 ７月
収入 600 1,000 600
支出 △500 △300


















予算 計画期首 １ (４月) ２ (５月) ３ (６月) ４ (７月) ５ (８月) ６ (９月) ７ (10月) ８ (11月)
売上高 120,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000
予算 計画期首 １(４月) ２(５月) ３(６月) ４(７月) ５(８月) ６(９月) ７(10月) ８(11月)
売上高 120,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000
売掛金 翌々月末入金 100％ 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000
当月収入 ①現金の収入 0 0 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000
予算 計画期首 １(４月) ２(５月) ３(６月) ４(７月) ５(８月) ６(９月) ７(10月) ８(11月)
支払条件 仕入高 △84,000 △7,000 △7,000 △7,000 △7,000 △7,000 △7,000 △7,000 △7,000
買掛金 翌月末 支払 100％ △7,000 △7,000 △7,000 △7,000 △7,000 △7,000 △7,000
当月支出 ②現金の支出 0 △7,000 △7,000 △7,000 △7,000 △7,000 △7,000 △7,000
予算 計画期首 １ (４月) ２ (５月) ３ (６月) ４ (７月) ５ (８月) ６ (９月) ７ (10月) ８ (11月)
③販管費の現金支出 △1,500 △1,500 △1,500 △1,500 △1,500 △1,500 △1,500 △1,500
予算 計画期首 １ (４月) ２ (５月) ３ (６月) ４ (７月) ５ (８月) ６ (９月) ７ (10月) ８ (11月)




 借入の返済額 (元利合計で記入) と借入予定額を該当月に記入して, 財務活動で
の現金増減額を記入
例えば, 9 月（と12月）の設備投資額に備え, 9 月に2,000を借り入れる。返済額は翌
月から毎月100ずつ（元利合計）とする。実務では, 運転資本8) 予算も考慮に入れる。
 当月末現金残高を記入（※図表８中（５）＝（４）＋（１）＋（２）＋（３)）










予算 計画期首 1 (4月) 2 (5月) 3 (6月) 4 (7月) 5 (8月) 6 (9月) 7 (10月) 8 (11月) 9 (12月) 10 (1月) 11 (2月) 12 (3月)
償却資産投資 △500 △1,000
(2) 投資活動での現金増減 0 0 0 0 0 △500 0 0 △1,000 0 0 0
予算 計画期首 １ (４月) ２ (５月) ３ (６月) ４ (７月) ５ (８月) ６ (９月) ７ (10月) ８ (11月)
約定返済（元利) △100 △100 △100
借入 2,000
(3) 財務活動での現金増減 0 0 0 0 0 1,900 △100 △100
予算 計画期首 １ (４月) ２ (５月) ３ (６月) ４ (７月) ５ (８月) ６ (９月) ７ (10月) ８ (11月)
貸借残高
(4）前期末現金残高 0 △1,500 △10,000 △8,500 △7,000 △5,500 △2,600 11,800
(5）当期末現金残高 △1,500 △10,000 △8,500 △7,000 △5,500 △2,600 △1,200 13,200
 統合戦略とクリティック局面の手法
本章では, ディズニー戦略の 3つの局面の戦略を統合する方法と, その統合の過程（ク
リティックの局面）で活用できる管理会計の手法を一部紹介する。
１ ディズニー戦略による統合








資 金 計 画 表 20×１年４月１日～20×２年３月31日
予算 計画期首 １ (４月) ２ (５月) ３ (６月) ４ (７月) ５ (８月) ６ (９月) ７ (10月) ８ (11月) ９ (12月) 10 (１月) 11 (２月) 12 (３月)
回収条件 売上高 120,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000
現 金 40％ 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000
売掛金回収 翌々月末入金 30％ 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000
手形期日落 ３か月 20％ 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000
手形期日落 ５か月 10％ 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000
当月収入 ①現金の収入 4,000 4,000 7,000 9,000 9,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000
支払条件 仕入高 84,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000
現 金 40％ 2,800 2,800 2,800 2,800 2,800 2,800 2,800 2,800 2,800 2,800 2,800 2,800
買掛金支払 翌月末支払 30％ 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100
手形期日落 ３か月 20％ 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400
手形期日落 ５か月 10％ 700 700 700 700 700 700 700
当月支出 ②現金の支出 2,800 4,900 4,900 6,300 6,300 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000
販管費支出額 18,000 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500
(1) 営業活動での現金増減 300 2,400 600 1,200 1,200 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500
※ (1)＝①＋②
償却資産投資 500 1,000
合計 0 0 0 0 0 500 0 0 1,000 0 0 0
(2) 投資活動での現金増減 0 0 0 0 0 500 0 0 1,000 0 0 0
借入返済(元利) A銀行a支店 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
B銀行b支店 100 100 100 100 100 100 100
借入 A銀行a支店 3,000
B銀行b支店 2,000
(3) 財務活動での現金増減 2,900 100 100 100 100 1,800 200 200 200 200 200 200
(4) 前期末現金残高 0 2,600 100 600 1,700 2,800 5,600 6,900 8,200 8,500 9,800 11,100
貸借残高
(5) 当期末現金残高 2,600 100 600 1,700 2,800 5,600 6,900 8,200 8,500 9,800 11,100 12,400
※ (5)＝(4)＋(1)＋(2)＋(3)
売掛金 3,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000
受取手形 3,000 6,000 9,000 10,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000
買掛金 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100
支払手形 2,100 4,200 6,300 7,000 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700 7,700






具体的には, あらかじめ 3つの局面と「メタ・ポジション」の 4つの場所を床 (または
椅子または部屋) に位置づけておき,「クリティック」の局面に立つ。ここで,「方向性設
定シート」に書いた戦略と利益計画・資金計画とに不整合がないかを検討し, 問題点の指









このように 4つの立ち位置 (ドリーマー, リアリスト, クリティック, メタ・ポジショ




















のとおり, 変動費率を下げる, 固定費を下げる, 販売価格を上げるという 3つの方法があ
る。
ところで, 図表11の上の図は変動費型企業, 下の図は固定費型企業のケースととらえら


























































































このように製品 (事業) 別に変動損益計算書を作成することで, 限界利益率や貢献利益
の額を計算できる。なお, 限界利益率の高い製品 (事業) を優先的に製造 (展開) するこ


















売上高 7,440 3,440 990 220 1,250 1,540
売上原価 6,089 2,768 818 200 1,005 1,298
販売費・一般管理費 1,010 444 134 30 175 227
変 動 費 380 155 42 12 75 96
個別固定費 115 51 23 3 14 24






































税引前当期利益 200 200 0
法人税 100 100 0














売上 7,440 3,440 990 220 1,250 1,540
変動費 △6,469 △2,923 △860 △212 △1,080 △1,394
限界利益 971 517 130 8 170 146
限界利益率 13.05％ 15.03％ 13.13％ 3.63％ 13.60％ 9.48％
個別固定費 △115 △51 △23 △3 △14 △24
貢献利益 856 466 107 5 156 122
図表12 プロダクト・ミックス（限界利益率と貢献利益）の検討
入れられるとすれば戦略を変更する。




その思考方法, 創作方法をノウハウ化したものである。その特徴は, ドリーマー, クリティッ




































1) 加藤雄士 (2015), 加藤雄士 (2016)｡
2) 費用を変動費と固定費に分けることを費用分解という。費用分解の方法には, 勘定科目法,
散布図表法, 最小自乗法などがあるが, コストダウンには, 変動費と固定費の内訳科目が分か
る勘定科目法が適している。
3) 小玉茂義 (1994) 112113頁。




7) 図表 7, 8, 11, 12は, 経営コンサルタント岡田淑久氏と筆者が共同で開発した。
8) ｢運転資本＝棚卸資産＋売上債権－仕入債務」と計算できる。
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